
壮瞥町空き家整理改修事業補助金交付要綱 
 

平成２７年６月４日 
要綱第１０号 

改正 平成３０年４月１日要綱第３号 
 
（目的） 
第１条 この要綱は、移住定住促進施策の一環として、壮瞥町不動産情報提供事業に基づ

き登録される空き家の廃棄家具等の整理や居住するために必要最低限の改修をしようと

する者に対して補助金を交付することにより、移住希望者等に対し紹介できる空き家物

件の確保・登録を促進し、本町の人口の増加及び、老朽化した空き家の増加を防止する

ことを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 
(１) 空き家 壮瞥町不動産情報提供事業に基づき登録され、賃貸住宅として使用又は売

却が可能な物件をいう。 
(２) 所有者 本町在住、非在住を問わず、本町に空き家を所有する者 

 
（補助金の交付対象者） 
第３条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の要件を満たす

者とする。 
(１) 空き家の所有者 
(２) 町税の滞納その他町に対する債務の不履行がない者 
(３) 借主又は買主の３親等以内の親族以外の者 

 
（補助対象事業） 
第４条 補助金の交付対象となる事業は、不動産事業者との媒介委任契約が成立または、

壮瞥町不動産情報提供事業により賃貸又は売買契約が成立した空き家の整理又は改修で、

次のものとする。 
(１) 家財家具等の運搬及び廃棄 
(２) 台所、浴室、便所、洗面所、床、内装等の生活するために必要な改修及びこれらに

付属する住宅設備品の取替 
 
（補助率等） 



第５条 補助率は前条に示す事業に係る経費（補助対象経費）の２／３以内とし、予算の

範囲内とする。 
２ 補助金の下限は３万円とし、上限額は３０万円とする。 
３ 補助金に千円未満の端数がある場合は、端数金額を切り捨てるものとする。 
４ 補助金を受けられる回数は、１戸の空き家につき１回までとする。 
 
（事業の利用申し込み） 
第６条 補助金の申し込みをしようとする者は、整理又は改修を実施する前に、空き家整

理改修事業利用申込書（別記第１号様式）を町長に提出しなければならない。 
２ 町長は前項の申込書を受理したときは、内容を審査のうえ、空き家整理改修事業利用

決定書（別記第２号様式）により申請者へ通知するものとする。 
 
（補助金交付の条件） 
第７条 補助対象者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 空き家の所有者の３等親以内の親族に賃貸又は売却しないこと。 
(２) 前条第２項の通知の日から６ヶ月以内に事業を完了すること。 

 
（交付申請） 
第８条 第６条第２項の通知を受けた者で、補助金の交付を申請しようとする者は、媒介

委任契約又は、売買（賃貸）契約を締結している者とし、改修又は整理が完了した後１

箇月以内に空き家整理改修事業補助金交付申請書（別記第３号様式）に関係書類を添え

て町長に提出しなければならない。 
 
（交付の決定等） 
第９条 町長は前条の書類を受理したときはその内容を審査し、適当と認めたときは、申

請者に空き家整理改修事業補助金交付決定通知書（別記第４号様式）により通知する。 
２ 前項の交付決定により補助金の交付を受けようとする者は、空き家整理改修事業補助

金請求書（別記第５号様式）を町長に提出しなければならない。 
 
（交付決定の取り消し） 
第 10 条 町長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該補助

対象者に対し、補助金の交付決定を取り消すことができる。 
(１) 交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき 
(２) 虚偽の申請その他不正な手段により、補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付

を受けたとき 
(３) 第７条の規定に違反したとき。ただし、町長が特別の事情があると認めたときはこ



の限りではない。 
 
（補助金の返還） 
第 11 条 町長は前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した場合にお

いて、当該取り消しに係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは、空き家

整理改修事業補助金返還命令書（別記第６号様式）により期限を定めてその返還を命ず

るものとする。ただし、町長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限りでは

ない。 
 
（補則） 
第 12 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 
 

附 則 
１ この要綱は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 
２ この要綱は、平成３５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の失効

後においても、第３条、第７条、第１０条及び第１１条の規定は、同日以降もなおその

効力を有する。また、同日以前に第６条第２項の通知を受けた者は、平成３５年４月末

日までに第８条第１項の規定による申請を行うことができるものとする。 
附 則（平成３０年要綱第３号） 

 この要綱は、公布の日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 
 


